
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m
3
/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m

3
)

経営比較分析表／団体全体（平成30年度決算）
神奈川県　横浜市

【事業概要】

- 84.1 67 257,300 自治体職員 【】

■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m
3
/日) 管理者の情報 －

法適用 工業用水道事業 362,000 大規模 1 118,093

H26H29 H30 H26

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は、人件費や県との共用施設に係る
負担金など、費用が減少したため、若干数値が上昇
しました。類似団体平均値は上回り、健全な水準を
維持しています。
  ③流動比率は、類似団体平均値を上回るととも
に、100％を上回っているため、短期的な債務に対
する支払能力は有しています。
  ④企業債残高対給水収益比率は、事業規模（給水
収益）と比較した企業債の残高を示し、経年比較で
は着実に減少しています。
  ⑤料金回収率は、類似団体平均値を上回るととも
に、100％を上回っているため、給水収益のみで給
水に係る費用を賄うことができています。
  ⑥給水原価は、類似団体平均値は上回っている状
況ですが、費用が減少したことにより若干下降しま
した。
  ⑦施設利用率は、類似団体平均値を下回っていま
すが、近年は30％以上で推移しています。
  ⑧契約率は、類似団体平均値を下回っています
が、近年は70％以上で推移しています。今後も新た
なユーザー企業の獲得に向けた取組を進めていきま
す。

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 144.36 144.87 149.44 139.15

H27 H28

127.31 120.73 117.98 112.04 103.90当該値 412.78 498.43 572.60 513.31 481.65

H27 H28 H29 H30 H26H27 H28 H29 H30

18.82 17.88平均値 122.19 123.35 121.58 121.19 120.32

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00143.05

平均値 297.23 272.80 255.89 242.57 235.79平均値 221.79 312.67 345.05 379.14 394.58平均値 50.49 23.81 22.44

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値より
も低い状況にありますが、施設等の老朽化が進んで
います。
  ②管路経年化率は、類似団体平均値と同水準にあ
り、管路の老朽化が進んでいます。今後も法定耐用
年数を迎える管路が増えていくため、高水準で推移
する見込みです。
　③管路更新率は、類似団体平均値を上回っていま
す。横浜市では計画的に管路の更新に取り組んでお
り、30年度は2.7kmの更新を行いました。

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

当該値 146.64 148.53 153.44 141.77 147.04

H27 H28 H29 H30 H26H27 H28 H29 H30 H26

71.99 71.69 71.55 71.60 71.08当該値 33.28 32.31 32.87 33.85 32.62

16.80 17.03平均値 118.20 119.50 118.99 119.17 117.72

当該値当該値 19.04 18.79 18.26 19.47 18.83

2. 老朽化の状況

平均値 79.72 79.70 79.42 79.20 80.50平均値 57.65 57.52 57.55 57.69 58.56平均値 17.10 16.91 16.85

H27 H28 H29H26 H27 H28 H29 H30 H26

2.40当該値 45.61 44.76 46.44 48.15 47.80当該値 53.14 53.80 55.28 56.26 55.51

平均値 56.41 57.35 57.93 58.88 59.48

全体総括

　経営の健全性・効率性に関する指標が示すとお
り、現在の経営状況は概ね良好です。しかし、産業
構造の変化等により契約水量は微減傾向にあるた
め、工業用水道料金収入は今後減少していくと見込
まれており、経営は厳しいものになっていくことが
想定されます。
  さらに、老朽化の状況に関する指標が示すとお
り、施設の老朽化が進んでおり、今後多額の更新事
業費が必要になることが見込まれます。
　こうした状況の下、計画的に施設の更新・耐震化
を進めるとともに、国庫補助金など、更新事業費の
財源確保に努め、将来にわたって安定給水ができる
よう、工業用水道事業の基盤強化を図っていきま
す。

H28 H29 H30

当該値 1.57 0.74

平均値 0.12 0.11

H26

0.06

0.13

H27H30

0.45

0.32 0.21平均値 40.61 37.62 41.79 43.44 48.09
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①有形固定資産減価償却率(％)
【58.53】

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

②管路経年化率(％)
【45.47】
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③管路更新率(％)
【0.16】
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③流動比率(％)
【450.05】
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④企業債残高対給水収益比率(％)
【246.04】
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⑤料金回収率(％)
【114.16】
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⑥給水原価(円)
【18.71】
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⑦施設利用率(％)
【55.52】
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⑧契約率(％)
【77.10】
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②累積欠損金比率(％)
【26.31】
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①経常収支比率(％)
【118.92】

1 / 1


